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二 精神障がい者の生活状況等について
次に精神障がい者の生活実態と支援について、調

査結果に基づいて、問題提起したいと思います。
旭川市の精神障害者家族連合会が４５５人の精神
障害者の生活状況を調査し、生計費や生活保護の受
給の状況、複数診療科の負担が重いことなどを分析

した貴重な取組みを行いました。道においては重度
心身障がい者医療給付事業を実施している訳です
が、精神障がい者の対象は１級の通院のみであり、
この調査によると対象はわずか数％の人に事業対象

が限定されているという状況です。９割以上が対象
外となり、医療費負担が重くのしかかっていること
が、改めて明らかになりました。
このため、対象拡大を求める要望が当事者等から
寄せられています。このたびの質問では、この調査

をベースに道内の精神障がい者の状況等について伺
いたいと思います。

（一）精神保健福祉手帳の所持及び生活保護受給の 【精神保健担当課長】

状況について まず、精神障害者保健福祉手帳の所持状況などに
まず、道内の精神保健福祉手帳の所持状況につい ついてでございますが、道内の精神障害者保健福祉
て伺います。また、重度心身障がい者医療給付事業 手帳の交付数は、平成２８年３月末現在で１級の方
の対象はどのくらいか、伺います。 が３，７２２人、２級の方が２５，６２５人、３級

の方が１４，５０５人で、合計すると４万３，８５

２人となっておりまして、そのうち、１級の方の通
院医療費を助成する、重度心身障がい者医療給付事
業の給付対象者は、同年３月末現在１，７２０人で全体
の３．９％となっております。

（二）収入等について 【精神保健担当課長】
併せて、精神障がいの病気の特性によって、気分 次に精神障がい者の就労による収入等についてで
の不安定性や意欲の低下から、継続的に就労するこ ございますが、精神障がいのある方の収入状況や生

とが困難な生活を強いられております。そのため、 活保護の受給状況につきましては、把握しておりま
就労が困難な例が多いわけです。収入状況をどのよ せんが、各保健所での個別相談や地域での支援方策
うに把握しているか。生活保護受給の状況を把握し を協議するため、保健所に設置しております市町村
ているのであれば、併せてお示し願いたいと思いま や医療機関、民生委員、社会福祉事務所、相談支援
す。 事業所等の関係機関で構成する「精神障がい者のケ

ア会議」等におきまして、必要に応じ、対象となる
方の世帯や生活の状況などの把握に努めているとこ
ろでございます。

道は把握はしていないですが、この調査では把握
が行われました。

（三）他科の受診状況と健康管理について 【精神保健担当課長】

精神障がいの場合は、疾患特性と向精神薬の服用 他の診療科の受診状況などについてでございます
によって、自己の健康管理が難しく、糖尿病や肥満、が、精神障がいのある方の他の診療科の受診状況に
眼科、歯科などの治療を要し、さらに、副作用等に つきましては把握しておりませんが、地域で安心し
よる治療も必要となるわけです。精神科の治療費、 て暮らしていくためには、必要に応じて適切な医療
薬代、そのほかに他科受診の負担が、大きくのしか が受けられることは大変重要と認識しているところ

かっています。３科以上の受診では、生活保護を受 でございます。
けていない場合、生活保護受給の場合の１／３の受 道では、保健所の個別相談や家庭訪問などの際に、
診にとどまっている調査結果が出ておりまして、受 その方の健康状態に応じた医療機関への受診勧奨や
診抑制が起こっていることが伺われます。 服薬指導などを行うことに加えまして、金銭面や日

こうした状況を道はどう受け取め、また、このよ 常生活にも悩みを抱えておられる方に対しては、各
うなことについて、調べたことはあるか、伺いたい 種の医療費助成制度をはじめ、社会保障制度全般に
と思います。 ついてわかりやすく説明するとともに、幅広い相談
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に応じることとしておりまして、きめ細かい対応に
努めているところでございます。

（四）居住家族と社会的自立等について 【福祉局長】
精神障がいの場合は非常に医療費の負担が重く、 医療費の負担感についてでございますが、道では、
他の二障がいに比べて支援策が手薄なんですね。 精神障がいのある方につきまして、精神障害者保健

そのことが、家族への負担も重くなる中で、生活 福祉手帳や自立支援医療制度の申請時や、保健所に
が難しい状況となってきております。 おける訪問指導、精神障がい者のケア会議などを通
この医療費の負担感について、７割を越える方が じて、生活実態の把握に努めますとともに、北海道
あると答えており、生活費や家族、余暇活動を圧迫 精神障害者家族連合会などの当事者団体の皆様方か

していることもわかりました。 ら、精神障がいのある方やそのご家族の日常生活に
道はこうした実態を把握しているのでしょうか。 関する負担感などについてもお伺いしているところ
どう受け止めるか。伺います。 でございます。

道としては、就労等が困難で、生活が厳しいなど、
支援が必要な方については、個別相談や訪問指導な

どの際に、相談支援事業所や福祉事務所などの地域
の関係機関を紹介するとともに、必要に応じまして、
連絡調整などを行って、ご本人に寄り添った、きめ
細やかな支援に努めているところです。

（五）日常生活と収入について 【障がい者保健福祉課長】
旭川の調査では、日常生活と収入についても調べ 障がいのある方の収入等についてでございます
ておりまして、旭川市内８０か所の就労移行支援事 が、平成２７年度の道内の就労継続支援Ｂ型事業所
業所、就労継続支援Ａ型、Ｂ型の事業所、地域活動 における平均工賃月額は、１万７，４９１円となっ

支援センターなどを訪問、調査しています。 ており、障がいのある方が地域で経済的に自立して
工賃についても調べておりまして、１，０００円 暮らすためには、工賃水準の更なる向上が重要と考
から３万円という低収入が一番多くなっています。 えているところでございます。
障害年金が支給されている方も、いない方もいる このため、道では、本年度から道産農産物を活用

わけですけれども、働いても、収入があまりに少な したスイーツ等の共同開発や大型商業施設での授産
く、そのため、医療費負担が大きくならざるを得な 製品の販売機会の拡大に取り組むこととしたところ
いということなのですが、これについて、どうお考 であり、これに加えまして、企業等から事業所への
えなのか。 発注をスムーズにつなぐ共同受注システムの運営や

経営コンサルタントによる個別経営相談、製造技術
等の実践的アドバイスを行い、事業所の収益力向上
につなげるなど、障がいのある方々の工賃向上に取
り組んでいるところでございます。

（六）重度心身障がい者医療給付事業の対象範囲に 【障がい者保健福祉課長】
ついて また、重度医療の他県の動向についてでございま
また、併せて、奈良県では重度心身障がい者医療 すが、道では、本年４月１日現在の他の都府県の状
給付事業の対象が２級まで拡大されました。 況について把握しているところであり、それにより

東京では都の心身障害者医療費助成の精神障害者 ますと精神障がいを給付の対象としていない都府県
への適用拡大を求める請願が都議会で全会一致で採 が２１、対象としている道県が２６となっており、
択されたと聞いております。 そのうち、精神障害者保健福祉手帳１級のみを対象
他県の動向について道はどのように把握し、こう としているのは１６道県、２級までを対象としてい

した対象拡大の動きをどう捉えているのか併せて伺 るのは８県となっておりますが、対象者の要件や給
いたいと思います。 付の範囲などは、それぞれ異なっているところでご

ざいます。
道の医療給付制度につきましては、こうした他都
府県の動向も踏まえながら、社会経済情勢など、取

り巻く環境の変化に応じ、市町村や関係者からのご
意見を伺うなどして給付対象範囲の見直しを行って
きたところであり、平成２０年度からは、精神障害
者保健福祉手帳１級の方を新たに加えることとした

ところでございます。
道としては、今後とも、障がいのある方々の健康
保持と適切な医療の確保が図られるよう、制度の安
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定的な運営に努めてまいりたいと考えているところ
です。

（七）現状調査と重度心身障がい者医療給付事業の 【保健福祉部長】
対象拡大について 精神障がいのある方への支援などについてであり
旭川の団体の調査から北海道が精神障がい者の生 ますが、道では、保健所が行う、精神障がいのある

活実態をよく調べていない、把握していないという 方とそのご家族に対する訪問活動を通じて生活状況
ことが分かったと思う。医療制度の支援にしても、 などの把握を行いますほか、関係団体の皆様からも
この９年間拡充していない、１級の通院だけが対象 様々なご意見を伺うなどしてきたところです。
ということですから、医療費の負担感等は非常に重 また、健康維持や経済的、精神的負担の軽減を図

いものがあるということも分かりました。地域で安 るため、重度心身障がい者医療給付事業の安定的な
心して暮らすことができる支援の在り方の検討が必 運営に努めてきたところでもございます。
要な時期だと考えております。 こうした医療費助成制度は、多くの自治体で実施
精神障がい者は、国民年金では２級・３級とも受 されておりますが、その内容が異なっている状況に
給が難しい。医療費負担が軽減できれば、社会的自 ありますことから、道としては、国に対しまして、

立へ大きく進める可能性が広がるわけです。生活保 精神障がいのある方も含めた全国一律の公費負担医
護受給を選択しなくても、暮らせる可能性が広がり 療制度の創設について要望してきたところでござい
ます。こうした実態の一端が明らかとなったわけで まして、今後、精神障がいのある方々やご家族の皆
すから、道としても精神障がい者の生活状況を調査 様の生活実態やご意見などを十分にお伺いをいたし

し、重度心身障がい者医療給付事業の対象拡大など、まして、他都府県と連携をいたしまして、粘り強く、
どのような対策が効果的なのか、検討するべきでは 国に要望してまいります。
ないかと思いますが、部長に見解を伺います。


